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まえがき

県では、平成13年10月１日に個人情報保護条例（平成13年岩手県条例第７号。以下「旧条例」という。）を施行後、同条例に基づき個人情報の保護を推進してきましたが、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律第37号）の制定により個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「法」という。）が改正され、令和５年４月１日から地方公共団体も法の適用を受けることとなり、本県においても法の規定に基づき個人情報の保護に関する事務を行うこととなりました。
また、県においては、法適用と同時に個人情報の保護等に関する条例（令和４年岩手県条例第49号。以下「新条例」という。）を制定し、法が許容する事項について従来の県の個人情報の保護に関する取扱いを維持する法の特例を定めるとともに、法の規定に基づく開示請求に係る手数料を定めました。
個人情報の保護の事務が法定事務に移行することに伴い、法及び新条例に基づく事務については、個人情報保護等の事務処理の手引きに取りまとめましたので、今後、個人情報の保護の事務に取扱いについては、同手引きを参考として執り行うこととしてください。
なお、旧条例に基づく個人情報の保護の事務の取扱いを定めていた個人情報保護事務取扱要領（平成13年８月制定）については、令和５年３月31日限り廃止します。
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